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　特別活動の目標は，平成 20 年版と平成 29 年版とでは大きく異なる。これは冒頭で述べたよう
に特別活動に限らず，全体的な変更である。これまでの各教科・各領域に特化した目標から資質・
能力という汎用的能力を示すことになった。
　平成 20 年 (2008) 学習指導要領の特別活動の目標は，それまでの目標を継承した変化の少ない
目標であった。その源流は昭和 43 年 (1968) 小学校と昭和 52 年 (1977) 中学校のものである ( 表 1，
表 2)。表 1 に示すように，昭和 43 年までは，小学校と中学校の目標は文体や内容が異なっていた。
しかし，昭和 52 年改訂で昭和 43 年の小学校の目標を継承した形で小学校の目標と中学校の目標
が同一の目標となった ( 表 2)。その後の改訂 ( 平成元年版 (1989)，平成 10 年版 (1998)) では基本
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的な文体は統一され，一部の語句のみ変更している ( 表 3)。
表１．昭和 43 年学習指導要領「特別活動」目標（小学校と中学校で大きく異なる）
　したがって，小学校に関しては昭和 43 年 (1968) 以来，平成 32 年実施までおよそ 50 年大きな
変化はなく，中学校に関しては昭和 52 年 (1977) 以来，平成 33 年実施までおよそ 40 年大きな変
化はないといえる。
表２．昭和 52 年学習指導要領「特別活動」目標（すべて同一である）
　しかし，表 3 と表 4 を比較するとわかるが，平成 20 年改訂より学校種による違いを小さくし





















集団の一員として ( の自覚を深め，協力して ) よりよい生活を築こうとする自主的，実践的な態
度を育てる。
　（中学校）望ましい集団活動を通して，心身の調和のとれた発達と個性の伸長を図り，集団 ( や
社会 ) の一員としてよりよい生活を築こうとする自主的，実践的な態度を育てる ( とともに，人
間としての生き方についての自覚を深め，自己を生かす能力を養う )。
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　そして内容としては，平成 29 年版は他教科同様大きな変更となった。資質・能力として 3 つ
掲げている。これは評価観点としての「知識及び技能」「思考力，判断力，表現力等」「学びに向
かう力，人間性等」に対応し，目標の (1) が「何を知っているか，何ができるか」( 知識及び技能 )






















































　平成 29 年小学校学習指導要領の特別活動の学級活動における大きな変更の一つが，平成 20 年
学習指導要領において 2 項目であったものが 3 項目になったことであり，その増えた 1 項目が「一
人一人のキャリア形成と自己実現」である。中学校との関連でいえば，同一項目があるため，連
続している。
表７．学級活動目標の比較（平成 20 年と平成 29 年）
　表 8 の平成 20 年版と平成 29 年版とを比較すると明らかであるが，矢印の通りまったく新しい
発想ではなく，これまでの内容を改変し，新たにキャリア形成としてまとめ上げたといえる。
　平成 20 年の（２）ア「希望や目標をもって生きる態度の形成」と平成 29 年（３）ア「現在や
将来に希望や目標をもって生きる意欲や態度の形成」とでは，アンダーライン部が同一である。
同様に平成 20 年（２）エ「清掃などの当番活動等の役割と働くことの意義の理解」と平成 29 年
（３）イ「社会参画意識の醸成や働くことの意義の理解」のアンダーライン部分が同一であり，
平成 20 年（２）オ「学校図書館の利用」と平成 29 年（３）ウ「主体的な学習態度の形成と学校
図書館等の活用」のアンダーライン部分が同一である。社会参画意識や主体的な学習態度は，キャ
リア形成と自己実現を意識した文言であり，平成 29 年学習指導要領における新たな用語である。
　（平成 20 年学級活動目標 ( 小中共通 )）学級活動を通して，望ましい人間関係を形成し，集団
の一員として学級や学校におけるよりよい生活づくりに参画し，諸問題を解決しようとする自
主的，実践的な態度や健全な生活態度を育てる。
　（平成 29 年小学校学級活動目標 ( 小中共通 )）学級や学校での生活をよりよくするための課題
を見いだし，解決するために話し合い，合意形成し，役割を分担して協力して実践したり，学
級での話合いを生かして自己の課題の解決及び将来の生き方を描くために意思決定して実践し
たりすることに , 自主的 , 実践的に取り組むことを通して，第１の目標に掲げる資質・能力を育
成することを目指す。
- 41 -
特別活動におけるキャリア教育－平成 20 年告示学習指導要領と平成 29 年告示学習指導要領との比較－（上岡）
したがって，平成 20 年から平成 29 年の変化は，これまでの内容をキャリア教育と自己実現とい
う概念でとらえ直し再編したということである。そして小学校の学級活動の項目数は平成 20 年









（１）3 項目（２）9 項目（３）5 項目合計 17 項目であったのが，平成 29 年版が（１）3 項目（２）
5 項目（３）3 項目合計 11 項目と整理された。








































表 9．学級活動 ( 中学校 ) 内容の変更
　しかし質的側面として，「学業と進路」と「キャリア形成と自己実現」は大きな変化ととらえ
ることが重要である。学業や職業についてピンポイントで示している。
　平成 20 年版では「ア 学ぶことと働くことの意義の理解」「イ 自主的な学習態度の形成と学校
図書館の利用」「ウ 進路適性の吟味と進路情報の活用」「エ 望ましい勤労観・職業観の形成」「オ 
主体的な進路の選択と将来設計」という内容と配列であり，平成 29 年版では「ア 社会生活，職
業生活との接続を踏まえた主体的な学習態度の形成と学校図書館等の活用」「イ 社会参画意識の
醸成や勤労観・職業観の形成」「ウ 主体的な進路の選択と将来設計」の内容・配列と比べると平
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